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特に空き店舗対策に関して、奏功している実態を理解しました。

中小企業景況調査、経済見通しアンケートを計画通り完全に実施し、会報誌を
通じて全会員へ迅速にフィードバックされている。毎月1回の空き店舗状況調査
（12回）も100%消化し、沼津市等への情報提供を通じて空き店舗対策資料として
有効に機能している。1F路面店の空き店舗率がR6年度の6.3%からR7年度末に
は6.0%へと微減しており、定性的な成果も確認できる。

創業支援に関して目標を大きく上回る実績が示されたことは評価できると思い
ます。

経営分析の総件数は253件と目標を達成（104.5%）しているが、内訳のバランス
に著しい偏りがある。創業相談（53件、265.0%）や補助金申請（121件、151.3%）と
いったインバウンドの相談が牽引している一方、能動的アプローチの要である
窓口巡回相談が16件（33.3%）、既存企業の高度化を促す経営革新が2件
（16.7%）、金融相談が48件（66.7%）と大幅に未達成。但し事務局質問において、
「窓口巡回相談も実施したが、統計上、別にカウントされている」との回答あり、
事業効果では「総量としては、十分に目標達成している」とした。

経営革新に関する実績が伸びていない背景について、委員会のなかで説明い
ただき理解できました。

事業計画策定の総件数は244件（達成率110.9%）と定量目標はクリアした。しか
し個々の報告では、既存事業者の持続的発展の核となる経営革新における策
定は1件(8.3%)、金融相談も33件(55%)と失速した。新規開拓(創業)への効果は絶
大だが、地域経済の基盤である既存小規模事業者の経営高度化への寄与度
が不足している。但しR8年度は、既に経営革新に3件取り組むなどの改善がみ
られている。

フォロー対象事業者数（109.1%）及び延べ回数（105.4%）の総数は目標を超えて
いるが、創業相談フォロー（回数達成率810%）による「数値の穴埋め」が起きて
いる。補助金申請のフォロー回数が160回目標に対して71回（達成率44.4%）と半
減以下に大暴落している。補助金取得にリソースが偏重し、採択後の「伴走型
アフターフォロー」が形骸化している。売上増加事業者数も30者（75.0%）に留まっ
ており、事業効果が十分に発現しているとは言い難い。

事業者の販路開拓において、会議所の関与が重要な役割を担っているものと
感じました。

ICT活用支援（専門家派遣）など、デジタル化および人脈拡大のニーズに対して
スピーディーかつ十分な進捗を見せている。但し、「事業報告書」内で、「BtoB、
BtoC取引ともに支援が不足」「首都圏エリア向けの販売促進活動が不十分」と
課題を提起している通り、ITを用いた情報発信の「枠組み」は提供できているも
のの、実際の広域的な販路開拓という実質的効果の創出にはまだ改善の余地
がある。

事業評価委員会の開催、ぬまサポ連絡会の開催等、関係機関との連携スキー
ムは高い水準で維持されている。若手指導員へのベテランとのチーム制OJT
や、各種専門研修への参加による資質向上への投資もなされている。特に「ぬ
まづビジネスサポート連絡会（14機関）」のネットワークをフル活用し、市内企業
2,611社を対象とした「沼津市事業承継実態調査」を実施し、相談を希望した269
社に対して個別支援に繋げた実績は、プラットフォームとしての高い効果を示し
ている。一方で今後は、創業/申請業務のシステム化（DX化）を図ることでリソー
ス(人材)を浮かせ、巡回相談や採択後アフターフォローへ人員を再配置する構
造改革が必要であろう。

「ラブライブ！サンシャイン!!」を活用した地元130社との連携によるアニメツーリ
ズム、沼津ブランドの認定選考、さらには中心市街地のにぎわい創出や鉄道高
架事業の推進など、地域固有の資産を活かした取組が網羅的に推進されてい
る。さらに、中国（上海・成都）からの有力旅行会社を招いたファムトリップの実
施や、総フォロワー100万人のKOLを起用したSNSプロモーションの展開など、
国策であるインバウンド需要の取り込みに直結する先進的なマーケティング効
果を上げており、地域経済活性化への貢献度は高い。

４段階評価の目安
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